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介護経営情報の提出義務化への準備対応策セミナー

講　師

開催日

会　場

保健・医療・福祉サービス研究会 コンサルタント・介護報酬・介護事業経営指導講師
小濱介護経営事務所　代表
保健・医療・福祉サービス研究会 コンサルタント・介護報酬・介護事業経営指導講師
小濱介護経営事務所　代表 小濱　道博 氏

講師メッセージ

参加料

令和6年 9月28日㈯ 13:00～15:00

　今年度より介護サービス事業者経営情報を報告することが義務
化されました。その提出方法は、「介護事業財務情報データベース
システム」を利用します。ここに、電子データとして送信する形で
す。令和5年度決算分の経営情報データから提出が必要で、報告に
あたってGビズID（gBizIDプライム）のアカウント取得が必須です。
今年度の提出が、令和7年1月から3月であることも問題です。この
時期は、会計事務所にとって、年末調整や確定申告業務で繁忙期と
なります。早期に会計事務所との打ち合わせが必要です。
　今、会計事務所向けの講座を複数担当していますが、事業者側も
早急に理解を深めることが急務となっています。そのため、緊急企
画として、開催時点で知りうる全情報を提供するセミナーを開催し
ます。ご多忙とは存じますが、介護事業を営む全法人の参加をお願
いいたします。　　　小濱　道博　

介護サービス事業者の経営情報
提出義務化の詳細解説と事前対策
介護サービス事業者の経営情報
提出義務化の詳細解説と事前対策

会計事務所と早期に協議し、制度改革（経営情報の提出義務化）に完全対応！！会計事務所と早期に協議し、制度改革（経営情報の提出義務化）に完全対応！！

～急がれる（年明けでは間に合わない）経営情報の提出義務化の準備
　　　　　　　　　　会計事務所との協力体制強化や会計事務所選定の見直しも求められる改革です～
～急がれる（年明けでは間に合わない）経営情報の提出義務化の準備
　　　　　　　　　　会計事務所との協力体制強化や会計事務所選定の見直しも求められる改革です～

緊急企画 当日（オンライン）、終了後（オンデマンド・DVD・CD）
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HMS会員
（法人・個人・購読・メール）

 一　　  般

※オンデマンド・DVD・CD受講の方は、編集・運用費等
　経費として別途3,300円のご負担をお願いいたします。

賢い介護経営者のための、制度改革をチャンスとする“先手必勝”（年内に準備対応）の重要企画です！！

オンライン（ZOOMウェビナー）

住　所

法人及び
施設名

T E L

参加者（送付先）氏名 所　　　属 役　　　職

〒

申込日　　　　　月　　　日　　 FAX.03-6910-2878

F A X

e-mail （必ずご記入ください。）

※ご希望の受講方法にチェックをお願いいたします。　　

【緊急企画】　介護経営情報の提出義務化への準備対応策セミナー   申込書9月28日（土）  

Webからの
お申込はこちら⇒　

「申込欄」に必要事項をご記入の上、FAXにてお送りください。折り返し請求書をFAXいたします。
※参加料は、下記指定口座にお早めに（原則 開催1週間前までに）お振込み下さい。
※ご入金確認後、オンライン受講の方は開催日3日前に「受講用URL」、オンデマンド受講の方は開催後に、
ホームページの配信ページで開催7日後の朝9時から14日間ご視聴いただけるパスワードをお送りいたします。
DVD・CD受講は開催後10日程度でお届けします。
振込名義（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）※入金照合のためなるべくご記入ください。
振込先:三井住友銀行　本店営業部　普通預金　７５７７１６２　
名義：カ）ホケンイリョウフクシサービスケンキュウカイ

※受講方法選択　　【当日受講】  □ オンライン受講　　　　【後日受講（参加料＋3,300円）】  □ オンデマンド受講　　　□ DVD受講（送料1,210円）　　　□ CD受講（送料1,210円）　　　　　　　　　

※オプション　　　　□ DVD追加（DVD代14,300円、送料880円）　　　□ CD追加（CD代9,900円、送料880円）　　※金額は全て税込です。　  　 　 

 ご注意 お申し込み後のキャンセルは準備の都合上開催8日前迄とさせていただきます。また催行人数を満たさない場合は、中止となる場合がございます。その場合はセミナー開催日の7日前迄にご連絡させていただきます。

〒100-0014 東京都千代田区永田町 2-17-17 アイオス永田町　TEL：03-6910-2870    E-mail：info@hifsk.co.jp

Ⅰ. 経営情報の提出義務化
　　・社福法人、みなし指定も報告対象に　　・報告しなかった場合の対応
　　・提出すべき項目と任意項目の解説　 　・提出期日と特例措置

Ⅱ. 会計の区分
　　・解釈通知での運営基準　　・会計方法の選択肢
　　・按分基準の解説　　　　　・合理的基準の提要

Ⅲ. G ビズ IDとは何か
　　・提出にはアカウントの取得が必須　　・取得方法と利用用法
　　・委任制度の活用　　　　　　　　　 ・利用におけるQ&Aの解説
　　・オンライン申請と郵送申請

Ⅳ．Q&Aの全解説
　　・データの修正方法　　　・会計ソフトの活用と現状
　　・勘定科目の処理方法　　・会計事務所の選択が重要な時代に

Ⅴ．義務化をチャンスにする経営戦略

対　象 介護事業経営者・経営幹部、会計担当者、会計事務所、コンサルタント


